














第 1 章 参加デモクラシーと「近隣の自治」
































第 2 章 ミルトン・コトラーの近隣政府論
本章では、コミュニティオーガナイジングの理論家、実践家として活躍したミルトン・











































助へと、政策の重点が移動したのである。1961 年住宅法の 221 条(d)3 に規定された家賃補
助プログラムが、この変化を象徴する。このプログラムは、民間の賃貸事業者が市場より
も低い金利で住宅モーゲージを設定し、これを市場価格で連邦抵当金庫に売却し、連邦政







































コミュニティ活動事業 (Community Action Program) と呼ばれる連邦補助事業の根拠法
となった。同法に基づき連邦補助金の交付を受けてコミュニティ活動事業を行おうとする








































































































































てきたのが、チャイナタウンを拠点とし、約 1900 戸のアフォーダブル住宅を擁する CCDC
(Chinatown Community Development Center) である。CCDC のアフォーダブル住宅の








年にバーナルハイツに創設された BHNC (Bernal Heights Neighborhood Center) である。
BHNC は、アフォーダブル住宅供給のほか、高齢者ケア、職業訓練・斡旋、放課後教育、
フェスティバルの開催、コミュニティ新聞の隔月刊行などを事業内容とする。本章で注目
したのは、バーナルハイツでの再開発圧力の高まりを契機として、BHNC が近隣の住民や
商業者らの参加を得て作成した代替案、コミュニティビジョン(Community Vision) である。
コミュニティビジョンの作成のために、BHNC は民間財団から資金助成を受けて、コミ
ュニティ集会や公開ワークショップ、実地調査、市政府の諸機関や地域の事業者および住
民への面接調査、放課後プログラムでのワークショップ、アンケートを重ねた。コミュニ
ティビジョンには様々な具体的提案が盛り込まれたが、それらは、バーナルハイツにとり
望ましくない土地利用への規制を志向するものである。しかしながら、現時点でコミュニ
ティ開発法人は、都市計画上、近隣の人々の「総意」を代表する公的な機関として位置づ
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けられたものではない。つまり、コミュニティ開発法人を媒介して表出された意見が、近
隣の住民の「総意」として直ちに高次の正統性を認められるわけではないのである。私法
人であるコミュニティ開発法人が、公共的な事がらに関して住民の意見をまとめ、それを
当該地区の公共的意思として通用させる制度はないのである。これは、現代のコミュニテ
ィ開発法人の正統性の限界であり、公共的意思決定の法理からくる当然の帰結である。
では、コミュニティビジョンの作成は、近隣の住民の公的な意思として市政府に認知さ
れない以上、意味のないものなのであろうか。それは否、というべきである。なぜならば、
BHNC によるコミュニティビジョンの作成は、バーナルハイツの住民の総意を公式の都市
計画に反映させることを唯一の目的とするものではないからである。BHNC の真の意図は、
バーナルハイツに住み、あるいはそこで働く人々がこの近隣に生起する様々な課題を知り、
議論する場を創出することにこそあった。コミュニティビジョンが都市計画に反映されな
くとも、その作成の過程に参加した人びとは、他の参加者と議論を重ね、意見交換し、近
隣の将来のあるべき姿を描きだした。その将来像には、多様な所得層がこの近隣で生きて
いくことを可能にする住宅のあり方も含まれている。それは、たとえ市政府の公式の認知
を得るものではないにしても、近隣の自治を目指す試みであったと評価すべきであろう。
結び
アメリカにおいては、人々の福利厚生は政府の配慮によって与えられるべきものではな
く、それを必要とする者が自ら確保すべきとする思潮が根強い。そのような社会で、自助
のみでは生きていけない人びとへのケアの一端を、コミュニティ開発法人は担ってきた。
その社会的使命とケアの機能が最も鮮やかに表れるのが、アフォーダブル住宅事業であ
る。公共住宅政策が十分に展開しなかったアメリカで、アフォーダブル住宅事業は、特に
住宅コストの高い都市部に生きる低所得世帯に住宅確保の機会を提供してきた。もちろん、
これだけで、必要とされる住宅すべてを調達できるわけではない。それでも、コミュニテ
ィ開発法人のアフォーダブル住宅事業は、アメリカの住宅事情に少なからぬインパクトを
与えてきたといってよい。さらに、アフォーダブル住宅事業に関わって興味深い点は、こ
の事業に直接の助成を行う連邦政府の補助金と並んで、これを側面から支援する税制と金
融法制が整備されていることである。政府による公共住宅の直接供給ではなく、民間の非
営利法人が事業を計画、遂行することを促すしくみが、民間金融を誘導しつつ整えられて
きたのである。
コミュニティ開発法人の提供する厚生は、住宅にとどまらない。長期にわたり安定的に
活動してきたコミュニティ開発法人は、住民のためのレクリエーション、高齢者や社会的
弱者へのケア、放課後教育など、実に様々なプログラムを提供している。地域のフェステ
ィバルを主催するコミュニティ開発法人さえ存在する。これらのプログラムの目的は、レ
クリエーションや食事支援にとどまらず、近隣に生きる人々に交流と親睦の機会を提供す
ることでもある。確かにこれらの事業は、すべての市民が経済社会のなかで直面しうるリ
スクに応じた、普遍的な給付を保障するものではない。それ自体が所得保障となり、ある
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いはセーフティネットとなるものではない。したがって、コミュニティ開発法人の事業は、
それなくしては生計を維持できない困窮者に対して直接向けられる行政給付とは異なる。
むしろ、コミュニティ開発法人の事業は、近隣という身近な地域社会の連帯を可能な限
り維持する努力――その維持が困難であるとしても、可能な限り連帯の溶解に抗おうとす
る努力――に発するように思われる。比喩的な表現を用いるならば、「近隣という土壌を耕
し地力を高めることによって、そこに生きる人々の厚生を増進させる」ことである。こう
した地道な営みを継続することで、近隣の連帯を維持し、そこに生きる人々が直面する様々
なリスクへの抵抗力を涵養する営みというべきなのである。
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